
森・川・海を通じた生物多様性保全の推進

田園地域・里地里山における
生物多様性をより重視した

農業生産

漁業者等による広葉樹等の
植林活動への支援

魚つき保安林の指定とその保全

漁場保全のための森林整備

農林水産省
生物多様性戦略

漁場環境が悪化している閉鎖的な湾、入江等の後背地の森林・河川流域・海岸等に
おいて、栄養塩類の供給、濁水の緩和等に効果的な森づくりを実施
【４６都道府県で実施】

漁場保全の森づくり事業

水源の涵養

漁場保全の森づくり
渓畔林等の整備・保全

栄養物質の供給
（腐植土等）

汽水域の形成

藻場の保全

栄養塩類の供給

干潟域・アマモ場の保全

濁水の緩和

漁場保全の森づくり
広葉樹林造成、間伐等

漁場保全の森づくり
荒廃した森林等の整備・保全

（植栽工や山腹工等）

流量の安定
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林床の植生が消滅し、表土の流出と渓流の堆積土砂の流出が懸念されることか
ら、渓間工による崩壊地の復旧と森林整備を実施

対象漁場



遺伝資源の保全と持続可能な利用の推進（農林水産業にとって有用な遺伝資源の保全と持続可能な利用の推進）

○ 生物多様性を保全するため、貴重な遺伝資源を収集・保存し、次世代に引き継ぐとともに、これを積極的に活用していく必要性。

○ バイオテクノロジー等の科学技術の進展に伴い、遺伝資源を利用した画期的な新品種の育成や新産業の創出等を推進し、食料・農業・環境問題

等の解決に貢献。 → 生物多様性の構成要素たる遺伝資源の持続的な利用を図る。

「アグリ・ゲノム研究の総合的な推進」（H19
～）

遺伝資源の利用

「新農業展開ゲノムプロジェクト」（H20～）

バイオテクノロジーによる遺伝資源の利用
で、食料・農業・環境問題等の解決に貢献

○ブタの疾病関連遺伝子機能の制御技術の開発

○カイコのタンパク質発現制御技術の開発

国内外の食料、環境、ｴﾈﾙｷﾞｰを巡る課題に対
応した農業の新たな展開を図るため、これまで
のｲﾈｹﾞﾉﾑ研究の成果を活用して、画期的な作物
の開発等を実施。

動物・昆虫研究において、遺伝資源の機能解明と
その利用技術を開発し、画期的新品種の育成や
新産業の創出に貢献。

カイコはタンパク質の生産能
力が高く、ふ化してから２５日
間で体重が１万倍になる。

ブタは大食いで、酒も飲む。
臓器の大きさもヒトに近い。

有用遺伝子の特定と機能の解明○

遺伝子機能を有効に活用するため
の技術開発

○

先端技術を活用した革新的作物開
発

○

国民との対話の推進○

・病害虫に強い作物
で農薬を不要に

・汚染土壌、空気
を作物で浄化

・超高効率光合
成でCO2を吸収

・バイオマス作物で
エネルギーを生産

・高機能繊維や医
薬品の開発

・超多収作物で生
産コストを低減

遺伝資源の保存と提供

ジーンバンク事業(s60～） (独立行政法人農業生物資源研究所等が運営) 遺伝資源の国際的取組

「アジアにおける植物遺伝資源の保全と持続的

利用の強化のための能力開発と地域協力」を
実施。 (H20～）

国内外の農業生物、林産生物、水産生物の遺伝資源を
収集・保存し、新しい品種の育成などの研究に提供。

○ジーンバンク事業の流れ

ユーザー
種苗会社
大学研究者
都道府県研
究機関
食品・農薬
メーカー

探索・収集

ｼﾞｰﾝﾊﾞﾝｸ

保 存

特性評価 来歴・特性
情報

遺伝資源
配布

２4３，０００点

作物の品種
野生種

種子・栄養体

植 物

２５，０００点

作物・家畜の病原
食品微生物

微生物

９５５点

家畜、カイコの
凍結精子
凍結胚

動 物

ＤＮＡ ｃＤＮＡ、ＢＡＣ、ＹＡＣ
（イネ、ブタ、カイコ） ２77，０００点

林木 32，932点

水産生物 821点

○ジーンバンクにおける保存内容 （Ｈ１9実績）

→肥満などの生活習慣病の
疾病モデル豚の作出

→有用タンパク質の大量生産
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遺伝子組換え農作物の現状

遺伝資源の保全と持続可能な利用の推進（遺伝子組換え農作物等の規制による我が国の生物多様性の確保）

○ 遺伝子組換え農作物も、生物多様性に影響を与える可能性があるため、品種ごとに、安全性を科学的に審査し、安全であることが確認されたもの

のみを使用することが必要。

○ 遺伝子組換え生物を規制する国際的な枠組みである「カルタヘナ議定書」に基づき、平成１５年に「遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生

物の多様性の確保に関する法律」（カルタヘナ法）が成立、１６年に施行。

○ 平成２０年１２月までに、１０作物１０５種類の遺伝子組換え農作物について安全であることを確認（隔離されたほ場での試験栽培を含む） 。

安全性評価の枠組み

輸入量 シェア

(千トン) (%)

米 国 15,557 93.5 73

中 国 648 3.9

そ の 他 428 2.6

合　計 16,633 100.0

米 国 3,325 79.9 91

ブ ラ ジ ル 367 8.8

そ の 他 469 11.3

合　計 4,161 100.0

カ ナ ダ 1,983 92.9 84

ｵ ｰ ｽ ﾄ ﾗ ﾘ ｱ 151 7.1

そ の 他 (0.480) 0.0

合　計 2,134 100.0

ト

ウ
モ

ロ

コ
シ

我が国への農産物別主要輸出国

遺伝子組換
え農作物の
作付割合(%)

ダ
イ
ズ

ナ
タ
ネ

我が国への輸入状況（2007年）

作
物

生産国

栽培可

ｱ ﾙ ﾌ ｧ ﾙ ﾌ ｧ 3 3 0

イ ネ 0 0 17

ｶ ｰ ﾈ ｰ ｼ ｮ ﾝ 5 5 1

ｾ ｲ ﾖ ｳ ﾅ ﾀ ﾈ 10 8 0

ダ イ ズ 5 2 5

テ ンサイ 1 1 0

ﾄ ｳ ﾓ ﾛ ｺ ｼ 35 33 4

バ ラ 2 2 0

ﾍﾞﾝﾄｸﾞ ﾗｽ 0 0 1

ワ タ 13 0 3

合　計 74 54 31

作　物

承認種類数

一般的な使用 隔離ほ場
試験栽培
のみ

段階的な安全性評価の
実施

※各試験段階で安全性に関するデータ
を収集
そのデータに基づき安全性評価を受
け、安全であることが確認されると次の
開発段階へ

安全性評価の項目

実験室、温室等での試験（国外、国内）

隔離ほ場での栽培試験

食用、飼料用、栽培等の使用

隔離ほ場試験の承認申請

一般的な使用のための承認申請

承認

承認

学

識

経

験

者

の

意

見

聴

取

遺伝子組換え農作物の
承認状況

○野生動植物への影響として

組み込まれた遺伝子が野生植

物の間に広まらないこと

当該農作物の非組換え体と比

べて、雑草化して他の野生植物

に与える影響が大きくないこと

当該農作物の非組換え体と比

べて、有害な物質を生産する可

能性が大きくないこと

を評価

平成20年12月現在。法の経過措置による
みなし承認を含まない

出典：国際アグリバイオ事業団（ＩＳＡＡＡ）、日本貿易統計等

世界での遺伝子組換え農作物の栽培状況

栽培面積の推移

（年）

作

付

面

積

（万ha）

1億1430万ha

2020



二国間協力の推進
ＪＩＣＡを通じた支援
（技術協力プロジェクト、開発調査、無償・有償資金協力等）

ＮＧＯ等に対する支援、技術開発
民間の行う植林活動の支援、我が国の知見を活用した技術
開発、基礎調査等

国際対話の推進
国連、Ｇ８、アジア森林パートナーシップ、モントリオー
ル・プロセス、地球温暖化防止・生物多様性保全に向けた
議論への参画、貢献

多国間協力の推進
ＦＡＯ、ＩＴＴＯ等を通じた支援

世界の森林の減少・劣化が進行

■ 世界の森林面積は約39億5千万ha、陸地
面積の約30%

■ 2000(H12)年から2005(H17)年まで年平均
730万haの減少(日本の国土面積の約5分の１)

■ ブラジル、インドネシア、アフリカ・コ
ンゴ川流域などで減少が顕著

農林水産分野における地球環境保全への貢献 《海外林業協力》

地球環境の保全上、大きな問題

■ 二酸化炭素濃度の上昇

■ 野生生物の減少

■ 砂漠化の進行など

直接的な原因直接的な原因

■ 農地への転用
■ 過放牧
■ 過剰な伐採
■ 森林火災など

根本的な原因根本的な原因

◆ 貧困問題
◆ 人口増加
◆ 森林法制度の
未整備など

＜天然林回復のための苗畑＞
（ベトナム JICA技術協力）

＜復元されたマングローブ林＞
（インドネシア JICA技術協力）

我が国の取組世界の森林をめぐる現況
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農林水産分野における地球環境保全への貢献 《東南アジア地域における持続的水産業の推進》

SEAFDEC（東南アジア漁業開発センター）
を通じた、 東南アジア地域における持続的な水産業の推進を目指す取組みを実施

東南アジア地域の現状
① 複数の国にまたがって多数の魚種が回遊

② 多くが零細漁業者で、資源を過剰に利用する傾向

③ 漁獲後の取り扱いが悪く、有効利用できていない

④ 過剰な環境保護意識より、不当な規制がかけられる恐れ

取るべき方策
① 地域全体で連携した一体的な資源管理の実施

② 新漁場の開発、科学的根拠に基づく持続的な利用の推進

③ 漁獲物の流通方法の改善

④ 連携した立場の強化及び環境保護の取組みのPR強化

東南アジア地域水産資源持続的利用推進事業

国際機関との連携
（FAO（国際連合食料農業機関）、
CITES(ワシントン条約)等）

適切な水産資源の持続的利用の実現し、多様性の保全を図る

回遊性魚種に関する
調査、資源評価及び
これらに基づく管理
措置の提言

新漁場・漁法、未利用
資源に関する調査等の

実施

国際漁業問題への対
応能力強化のためセ
ミナー等の実施

流通段階の安全性向
上を図る技術研修等

の実施

日本への効果

① 安全・安心な輸入水産物の安定的確保

② 国際漁業問題等の会議での連携強化

東南アジア地域水産資源持続的利用推進事業
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～世界規模の課題解決に向け、生物多様性の指標を日本から発信！～

農林水産業の生物多様性指標の開発 《農業分野》

手法はマニュアル化し、
全国各地で活用

簡便な、

評価手法

将来を予測し、適切な保全と
持続的な利用

国土全体の、

把握・予測
わかりやすい、

指標

生物多様性農業

農業地域は国土の
重要な部分を占める

・国土に約200万種の生物存在
・保全と持続可能な利用が必要土着天敵等の活用による

環境負荷の小さい農業の実現

農業の与える影響
＋（水田の生物涵養機能など）

－（不適切な農薬・肥料の使用）

「定量的」評価がない 土着天敵など有用な生物

生物多様性が異なる
８地区において、

●基本となる｢ほ場単位｣

１ 指標の開発

環
境

保
全
型

有
機農

法
慣
行

●集落（営農）単位

平地
中間地

山地

２ 簡便な評価手法の開発

生産性と生物多様性が両立した、持続的な農業の発展に貢献生産性と生物多様性が両立した、持続的な農業の発展に貢献

フェロモントラップなど

ＩＰＭ、環境保全型農業の
効果をわかりやすく把握

（2010年までに指標の候補選抜を終了予定）
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